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1. 研究背景 
1.1 電力系統安定性について 
近年、太陽光発電や風力発電などの再生可能エ

ネルギーの導入が促進されているが、再生可能エネ

ルギーのうち、自然変動電源である太陽光発電や風

力発電は天候によって出力が変動するため、電力系

統の安定性に多大な悪影響を与える。 
電力需給は、常に需要＝供給の関係でなければ

ならない。需給のバランスが崩れてしまうと、周波数

に乱れが生じ、発電所などに悪影響を与え、停電に

つながってしまう。 
自然変動電源である再エネ由来の電気を電力系

統に導入する際には、火力発電などで発電量を調

整して需給バランスが崩れることを防いでいる。 

1.2 日本における再エネの割合 
再生可能エネルギーの導入は、2014年は12％

だったのに対して2018年には17.4％まで増加した。

そのうち太陽光発電の割合は、2014年は2％だった

のに対し、2018年には6.5％と大きく変化している。 
経済産業省の「エネルギーミックス2030(2015）」で

は再エネの割合を22~24％にするという目標がなされ

ている。 
図表 1：日本の年間発電量に占める 

再エネ発電の推移 

 
出所：「2018年（暦年）の国内の自然エネルギー電力

の割合（速報）」[2]より佐々木作成 
また、経済産業省の「第5次エネルギー基本計画

1 分散型エネルギーを、ネットワークを結んで集約し、系統運

者、電力会社等に集約した調整力や供給力等の電力を供

給、販売することである。 

(2018)」では、化石燃料主電源の発電はフェードアウ

トさせ、再エネ・原子力などを主電源とした発電を行う

ことを目標としている。 
このことから、系統安定性を強化する必要性がま

すます高まっている。 

2. VPP 事業について 
2.1 VPP（バーチャル・パワー・プラント）とは 

VPP（バーチャル・パワー・プラント）とは、電力系統

に直結されている発電設備、蓄電設備などの分散設

置されたエネルギーリソースを、ICTを活用してアグリ

ゲート（集約）し、あたかも1つの発電所のように制御

することである。このアグリゲートされた電力量を、

ソースアグリゲーター1、アグリゲーションコーディネー

ター2を通して小売電気事業者へと委ね、電力需要

家へ供給される。 

2.2 VPP 事業の内容 
経済産業省は2016年4月に「エネルギー革新戦略」

を発表し、その主な内容は、省エネ対策、再エネの

拡大、新たなエネルギーシステムの構築の3点である。

この、新たなエネルギーシステム構築として挙げられ

るのがVPP事業である。 
VPP事業者が提供するのは調整力、卸電力、需要

家向けエネルギーマネジメントの3種類である。 
調整力については、平常時または緊急時に行う需

給調整のために、送配電事業者が事前に確保して

おくべき調整力を確保する。蓄電池等の応答性・制

御性に優れるリソースの増加により、これまで大規模

電源が提供していた調整力を、需要側設備が提供

することが可能になった。 
卸電力については、供給力としての電力を相対取

引及び卸電力取引市場を通じたやり取りで送配電事

業者に提供している。 
需要家向けエネルギーマネジメントについては、

需要家に導入されたエネルギーリソース（太陽光発

電、蓄電池など）を制御し、ピークカット、安価な夜間

電力の活用、太陽光発電向けの自家消費最大化、

等の需要家向けサービスを提供する。 
VPPのエネルギーリソースとなる設備は、主に住宅、

ビル、工場、商業施設（大型店舗、スーパーマーケッ

ト等）、公共施設（学校、上下水処理場等）、次世代

2 リソースアグリゲーターが制御した電力量を束ね、一般送

配電事業者と直接取引を行う事業者である。 
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自動車（EV、PHV等）の6種類がある。これらの設備

に据え置き型蓄電池を主体に、再生可能エネル

ギーとして太陽光発電を組み合わせている。家庭用

蓄電池よりも産業用蓄電池を導入しているケースが

多くその割合も高い。蓄電池以外のエネルギーリ

ソースは、住宅では、空調・照明などの電気器具、

ヒートポンプ給湯器などの熱源機器などが主なリソー

スである。ビルや工場、そして商業施設では、空調・

照明から汎用・専門機関なども含めた電気設備、蓄

熱層・冷凍冷蔵機器などの熱源設備、コージェネ

レーションシステムシステム・自家発電機などの分散

電源などをリソースとしている。 

3. 系統安定化の手段 
3.1 VPP 事業に関係する系統安定化の手段 
3.1.1 調整用火力発電 

火力発電は、燃料の投入量を変化させることにより、

出力をコントロールすることができる。天候などの要

因によって太陽光や風力などの再エネ由来の電力

が計画通りに発電できず、供給力不足や供給力超

過で需給バランスが崩れるといった場合には、火力

発電による出力を増減させることで需給バランスを調

整している。 
3.1.2 デマンドレスポンス導入 

デマンドレスポンスとは、電気の需要（消費）と供給

（発電）のバランスをとるために、需要家側の電力消

費を制御することである。電力不足の恐れがあるとき

は、要請に応じて需要家が消費を抑える場合と、電

力の供給が多いときは、要請によって消費を増やす

場合がある。 
デマンドレスポンスは主に自由参加型デマンドレス

ポンスと命令型デマンドレスポンスの2種類がある。自

由参加型デマンドレスポンスとは、「時間帯別料金」、

「ピーク時料金」など、電力需要ピーク時の料金を割

高にし、家庭や会社で電力消費を抑制するよう促す

仕組みである。命令型デマンドレスポンスとはあらか

じめ電力会社と契約を結んだ需要家が、電力需給逼

迫時に電力会社からの要請に応じて節電し、その節

電量に応じてインセンティブが得られる仕組みである。 
3.1.3 太陽光発電出力予測・出力制御 
気象予報や太陽光発電の出力状況把握技術の

確立のもと、日単位や数時間単位の太陽光発電の

出力予測をすることで、電力系統安定化へつなげる。

また、電力需要を大きく上回る太陽光の発電量が出

てしまった場合に電力会社側が太陽光発電出力制

御することも電力系統安定化へつなげることができる。 

3.2 その他の系統安定化の手段 
3.2.1 FIT（固定価格買取制度）の見直し 

FIT（固定価格買取制度）とは再生可能エネル

ギーを普及させるための制度であり、再生可能エネ

ルギーで発電された電気を国が定めた価格で一定

期間内電力会社が買い取るように義務づけたもので

ある。 
日本においては2012年から導入が始まっており、

住宅用太陽光発電は10年、風力と事業用太陽光発

電は20年の買い取り期間が設けられている。 
電力系統の不安定化を招いている根本的な理由

は再生可能エネルギーの増加であるため、FIT（固定

価格買取制度）の見直しは結果的に系統安定化に

つながる。 
3.2.2 系統連系線強化 

系統連系線とは、電力会社どうしが電気を相互に

やり取りするために用いる送電設備である。気温変

動、発電所事故、大規模災害などによる電力需給の

逼迫に備え、電力会社間で電力融通を行う機能を

担っている。 
日本には、「北海道・本州間連系設備（北本連系

線）」、「東北・東京間連系線」、「中部・北陸間連系

線」、「関西・中国間連系線」2本、「関西・四国間連系

線」、「中国・四国間連系線」、「中国・九州間連系線」、

周波数の異なる東日本と西日本との間で周波数変

換する「新信濃周波数変換設備」、「佐久間周波数

変換設備」、「東清水周波数変換設備」という主要な

13の連系線がある。 
変動型再エネ電源の発電量が多くなった場合や

少なくなった場合に連系線を通じて地域間で送電す

ることで系統安定化を図る必要がある。現在の連系

線で送電できる容量には限界があるため強化する必

要がある。 
3.2.3 揚水発電 
揚水発電とは夜間・休日などの需要が少ない時間

帯、太陽光発電量の多い真昼などに電力系統の電

力・周波数・電圧・力率の調整のため、ほかの発電所

の余力電力で下部貯水池から上部貯水池へ水をく

み上げておき、需要が増加するときに上部から下部

へと水を導き落とすことで発電する水力発電方式で

ある。 

4. 研究目的・新規性 
再生可能エネルギー導入により、これから系統安

定化が必要に状況になることが予想される。そこで、 
日本においてVPP事業を商用化するためにはどうし

たらよいか、実際に導入されているアメリカやドイツを

中心に調べ、考察していくことを目的とする。 
VPP事業を系統安定化の手段として研究した先行

研究は存在しないため、本研究の新規性はVPP導
入を系統安定化の手段として考察することである。 

5. 先行研究 
松尾・田子(2015)では、今後の電力システム改革

とVPP事業の関連性・有効性に関して考察している。   
VPP事業の発展により、需要家側の設備を用いた

再生可能エネルギーの変動吸収が可能になれば調
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整用火力を増強せずに再生可能エネルギーの受入

量を拡大できる可能性があり、この調整力を電力小

売や送配電会社に提供することでVPP事業が成立

する可能性は高いと述べている。 

6. 日本の VPP の現状 
現在、日本でのVPP事業は実証段階で商用はさ

れていない。日本で行われる実証段階のVPP事業は、

統合制御に関する技術実証の実施、エネルギーリ

ソースの遠隔制御対応(IoT)化、EVを系統に接続し

充放電する技術の検証の取り組み、需要家側エネ

ルギーリソースの有効利用及び需給調整への活用を

通して、再生可能エネルギーの導入拡大、さらなる

省エネルギー、系統安定化へのコストの低減を目標

としている。特に再エネ出力抑制発動エリアでのデ

マンドレスポンスによる出力抑制サービスを提供する

ことで系統安定化を図ることを実証している段階であ

る。 

7. 外国における VPP 事業 
7.1 アメリカの VPP 事業 
7.1.1 EnerNOC 社の VPP 事業 

アメリカにおけるVPP事業の例としてEnerNOC社が

あげられる。電力需要家に対し、消費電力を監視す

る包括的デマンドレスポンスアプリケーションや無線

通信機能と制御機能を持つ機器など、デマンドレス

ポンス市場に参加するための様々な技術を提供して

いる。これらを通して需要家の電力使用状況を監視、

制御し、デマンドレスポンスを実現している。VPPリ
ソースは再エネ、蓄電池、非常用発電設備である。

デマンドレスポンスの方法として具体的には3つの方

法がある。1つ目は、電力需要家が行使価格を登録

し、市場価格がそれに近づくと自動的に需要家エネ

ルギー削減要求の連絡がされ、需要家はエネル

ギー使用を削減するという自由参加型の料金ベース

のプログラムである。2つ目は緊急イベント時、電気

事業者から信号が発せられると、需要家に自動的に

エネルギー削減要求の連絡がされ、需要家側はエ

ネルギー使用を削減する命令型のプログラムである。

配電網事業者や電力事業者により、送電線断絶や

大規模発電所の停電など短時間の瞬間予備力要請

が実施される際に利用されるプログラムである。 
7.1.2 カリフォルニア州における蓄電池導入の拡大 

カリフォルニア州では、送配電用蓄電池より需要

家用蓄電池の導入拡大が進んだことで、需要家用

蓄電池に系統への調整力の機能を持つことが要求

され始めている。需要家用蓄電池を中心とした政策

として、ピーク需要時の電力供給を義務付ける自家

発電の導入補助制度、ピーク予備電源を確保するた

めのデマンドレスポンスによる市場取引（リソースは

蓄電池）、2020年1月より新築住宅にソーラーパネル

を設置することを義務付け、太陽光発電の自家発自

家消費の促進がある。 

7.2 ドイツにおける VPP 事業 
7.2.1 Next Kraftwerke 社 

ドイツにおけるVPP の事例としてまず、Next 
Kraftwerke社があげられる。同社はバイオマス、コー

ジェネレーションシステム、デマンドレスポンス、太陽

光発電、風力発電等の分散型エネルギーをアグリ

ゲートし、TSO（送電系統運用者）が運営する需給調

整市場への予備力供給および、電力取引市場にお

ける電力取引によって収益を得ている。VPP操業

データ、最新気象情報、グリッドデータ、リアルタイム

の市場データなど、様々な情報を複合的に活用する

ことで従来型の電力取引業者にはない優位性を持っ

ている。 
図表 2：Next Kraftwerke 社の VPP 事業 

 
出典：「諸外国におけるバーチャルパワープラントの実

態調査」[16]より佐々木作成 
7.2.2 Energy2Market 社 

また、もう1つの例としてEnergy2Market社があげら

れる。同社のVPPサービスは、太陽光、風力、バイオ

マス、ランドフィルガス、水力による発電設備をアグリ

ゲートしている。各発電設備は、リアルタイムの発電

量を中央制御システムに提供し、VPPシステムは各

発電設備の発電量を制御している。アグリゲートした

電力は電力取引所における電力取引、バランシング

市場への予備力の提供、需要家への供給に活用さ

れている。 
図表 3：Energy2Market 社の VPP 事業 

 
出典：「諸外国におけるバーチャルパワープラントの実

態調査」[16]より佐々木作成 

8. 考察 
8.1 アメリカに学ぶ日本の VPP 事業 

アメリカのVPP事業は需要家用蓄電池を用いるこ

とで電力系統への調整力の機能を確立している。さ

らには新築住宅にはソーラーパネルを設置すること

を義務付け、太陽光発電導入促進がと系統安定化
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を両立させている。 
日本におけるVPP実証事業では、蓄電池を導入し、

太陽光発電と組み合わせることで系統安定化を図っ

ている。したがって、商用化の段階においても、家庭

用、産業用でも蓄電池の導入を義務付ける必要性が

ある。余った電力は蓄電する方式をとれば、より系統

安定化が可能になると考える。 

8.2 ドイツに学ぶ日本の VPP 事業 
ドイツにおいては、バイオマス、コージェネレーショ

ンシステム、デマンドレスポンス、太陽光発電、風力

発電等の広い範囲のエネルギーリソースを用い、そ

れをVPP最新気象データ、グリッドデータ、リアルタイ

ム市場データなどの様々な情報を複合的に活用す

ることでVPP事業を確立している 
日本では広い範囲でのエネルギーリソースを用い

たVPP実証は行われているものの、様々な情報を複

合的に活用することはそれほど進んでいない。その

ため、ドイツのようなシステムを導入することで、変動

電源型再エネ導入促進が進んでいくなかでもより効

率的な系統安定化を図ることが可能となると考える。 
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